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付記１ （隣接県の隣接する学区・地域からの志願）

隣接県の隣接する学区・地域から本県の高等学校を志願する場合は次のとおりとする。

１ 埼玉県、栃木県の隣接する学区・地域からの出願については、「隣接県公立高等学校入学志願者取扱協定」

（資料２、５５ページ）及び同協定の細部協定に基づき、隣接する学区・地域として指定された学区・地

域内の高等学校とする。茨城県についても同様に扱うものとする。

なお、細部協定については、平成２７年１１月中を目途に締結される予定であるので、志願を予定して

いる高等学校等に問い合わせることとする。

２ 出願に伴う提出書類等については、次のとおりとする。

（１）入学願書

本県所定の用紙とし、用紙は志願を予定している高等学校又は群馬県教育委員会に請求する。

（２）志願理由書（全日制課程前期選抜及びフレックススクール前期選抜のみ）

本県所定の様式とする。

（３）調査書

本県所定の様式とする。

（４）成績一覧表

生徒が居住している県の県立高等学校を受検する際に必要としている成績一覧表等を提出するものと

する。ただし、再募集（全日制課程、フレックススクール及び定時制課程）の際は、提出は不要とする。

（５）併願しない証明

本県以外の公立高等学校に出願しない旨の中学校長の証明とし、様式は特に定めていない。

付記２ （県外居住者の一家転住等の特別な事情）

県外居住者で、一家転住等の特別な事情がある場合は次のとおりとする。

１ 県外居住者で、一家転住等の特別な事情があって、本県の高等学校に出願しようとする者は、その事由

を証明する資料を添えた「群馬県公立高等学校出願承認申請書」（様式１０、４６ページ）を、中学校長を

経由して志願先高等学校長に提出し、入学願書等受付期間以前に志願先高等学校長の承認を得なければな

らない。ただし、保護者の転勤に伴う一家転住で、転居先が未定の場合は、保護者の転勤先の会社等の所

在地を居住地として処理することができる。

２ 高等学校長は、事由を証明する資料を添えた「群馬県公立高等学校出願承認申請書」が提出された場合

には、その可否について速やかに中学校長を経由して当該者に通知する。なお、通知書の様式は特に定め

ていない。

３ 事由を証明する資料については、次のうちいずれか一つとする。

（１）入学時までに新築した住宅に一家転住する場合は、建築許可に関する書類の写し

（２）入学時までに賃貸住宅等に一家転住する場合は、賃貸契約を証明する書類の写し

（３）入学時までに保護者の転勤が明らかで、転居先が未定の場合については、保護者の所属長の転勤証明

書（写しも可）

（４）その他やむを得ない事情がある場合は、その事由を証明するもの
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４ 出願に伴う提出書類等については、次のとおりとする。

（１）入学願書

本県所定の用紙とし、用紙は志願を予定している高等学校又は群馬県教育委員会に請求する。

（２）志願理由書（全日制課程前期選抜及びフレックススクール前期選抜のみ）

本県所定の様式とする。

（３）調査書

本県所定の様式とする。

（４）成績一覧表

生徒が居住している都道府県の公立高等学校を受検する際に必要としている成績一覧表等を提出する

ものとする。ただし、再募集（全日制課程、フレックススクール及び定時制課程）の際は、提出は不要

とする。

付記３ （県外居住者の２月２７日以降の保護者の転勤に伴う一家転住による後期選抜等への出願）

県外居住者で、２月２７日（土）以降に、保護者の転勤に伴う一家転住が確定し、全日制課程及びフレッ

クススクール後期選抜又は定時制課程選抜に出願しようとする場合は次のとおりとする。

１ 応募資格

「第３ 全日制課程後期選抜 １ 応募資格」（５ページ）に示す資格を有し、かつ、本県以外の公立高

等学校に出願していない者又は本県以外の公立高等学校への出願を辞退した者（合格し入学を辞退した者

を含む。）

２ 入学願書等の受付期間

３月３日（木）午前９時～午後４時、３月４日（金）午前９時～正午に、各高等学校で行う。

３ 出願に伴う提出書類等については、次のとおりとする。

（１）「群馬県公立高等学校出願申請書」（事由を証明する資料を添えるものとする。）

ア 本県以外の公立高等学校に出願していない者は、様式１１（４７ページ）による。

イ 本県以外の公立高等学校への出願を辞退した者（合格し入学を辞退した者を含む。）は、様式１２

（４８ページ）による。

（２）入学願書

本県所定の用紙とし、志願を予定している高等学校又は群馬県教育委員会に請求する。

（３）調査書

本県所定の様式とする。

（４）成績一覧表

生徒が居住している都道府県の公立高等学校を受検する際に必要としている成績一覧表等を提出する

ものとする。

４ 高等学校長は、事由を証明する資料を添えた「群馬県公立高等学校出願申請書」が提出された場合には、

その事由等を審査し、出願者として受け付けるか否かを決定する。

なお、一家転住先が未定の場合は、保護者の転勤先の会社等の所在地を居住地として処理することがで

きる。
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付記４ （全日制課程前期選抜等における「合格通知書」等の郵送方法等）

１ 各中学校長あての「合格通知書」及び「中学校別前期選抜結果一覧」の郵送については、２月２２日（月）

午前１０時から正午までの間に発送の手続を行う。

２ すでに中学校等を卒業している受検者や他都道府県の中学校等からの受検者については、中学校長あて

に「中学校別前期選抜結果一覧」を郵送するとともに、合格した者に対しては、本人あてに「合格通知書」を

郵送することとし、２月２２日（月）午前１０時から正午までの間に発送の手続を行う。

３ 中学校長が、各高等学校での交付を希望する場合には、出願時に「前期選抜合格通知書等の受領申請書」

（様式８－１、４２ページ）を提出し、受領の際には「前期選抜合格通知書等の受領書」（様式８－２、４３

ページ）を持参する。なお、中学校長以外の者が受領する場合には、「前期選抜合格通知書等の受領に係る

委任状」（様式８－３、４４ページ）も持参する。

付記５ （前期選抜における海外帰国者等入学者選抜）

海外帰国者等のうち、県内に居住又は居住を予定する者が、前期選抜における海外帰国者等入学者選抜を

受けようとする場合は次のとおりとする。

１ 実施校

すべての学校・学科等とする。

２ 募集定員

定員枠は特に設けず、当該学科等の募集定員に含めるものとする。ただし、応募状況等によっては、若

干の弾力的扱いができるものとする。

３ 応募資格

次の（１）及び（２）に該当する者とする。ただし、保護者が勤務の都合で引き続き海外にとどまる場

合、身元引受人は県内居住者とする。

（１）海外における生活条件として、次のいずれかに該当する者

ア 保護者の海外勤務等に伴う帰国者にあっては、原則として、海外での生活が２年以上で、平成２６

年４月１日以降に帰国した者

イ 中国等の海外から、原則として平成２５年４月１日以降に、永住するために引き揚げてきた者の子

（２）学校教育における条件として、次のいずれかに該当する者

ア 中学校を平成２３年３月以降に卒業した者又は平成２８年３月に中学校卒業見込みの者

イ 外国において学校教育における９年の課程を平成２３年３月以降に修了した者又は平成２８年３月

までに修了見込みの者

ウ 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を

平成２３年３月以降に修了した者又は平成２８年３月までに修了見込みの者

４ 出願の制限

「第２ 全日制課程前期選抜 ２ 出願の制限（１）、（２）、（４）」（２ページ）に準ずる。

５ 出願手続

「第２ 全日制課程前期選抜 ４ 出願手続」（２ページ～）に準ずる。ただし、志願者は、入学願書受

付期間又はそれ以前に、「海外帰国者等入学者選抜申請書」（様式１３、４９ページ）及び「帰国後の居住

地を確認することができる書類」（出願時に海外に居住している場合のみ提出するものとし、様式は特に定

めない。）を志願先の高等学校長に提出する。なお、応募資格の（２）のイに該当する者にあっては、「当

該課程を修了又は修了見込みであることを証明する書類（成績等を含むもの）」の提出をもって、「調査書」

の提出に代えることができる。
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６ 志願の取消し

「第２ 全日制課程前期選抜 ５ 志願の取消し」（３ページ）に準ずる。

７ 検査

「第２ 全日制課程前期選抜 ６ 検査」（４ページ）に準ずる。

８ 選抜方法

「第２ 全日制課程前期選抜 ７ 選抜方法」（４ページ）に準ずるが、高等学校長は、海外での学習状

況等を十分に配慮の上、提出された書類及び検査の結果等を総合して選抜するものとする。

９ 合格者の発表

「第２ 全日制課程前期選抜 ９ 合格者の発表」（４ページ）に準ずる。

１０ 選抜日程

「第２ 全日制課程前期選抜 １０ 選抜日程」（４ページ）に準ずる。

１１ 合格しなかった場合

「第２ 全日制課程前期選抜 １１ 合格しなかった場合」（４ページ）に準ずる。

付記６ （後期選抜における海外帰国者等入学者選抜）

海外帰国者等のうち、県内に居住又は居住を予定する者が、後期選抜における海外帰国者等入学者選抜を

受けようとする場合は次のとおりとする。

１ 実施校及び募集定員

「付記５ １ 実施校、２ 募集定員」（２２ページ）に準ずる。

２ 応募資格

次の（１）及び（２）に該当する者とする。ただし、保護者が勤務の都合で引き続き海外にとどまる場

合、身元引受人は県内居住者とする。

（１）海外における生活条件として、次のいずれかに該当する者

ア 保護者の海外勤務等に伴う帰国者にあっては、原則として、海外での生活が２年以上で、平成２６

年４月１日以降に帰国した者

イ 中国等の海外から、原則として平成２５年４月１日以降に、永住するために引き揚げてきた者の子

（２）学校教育における条件として、次のいずれかに該当する者

ア 中学校を卒業した者又は平成２８年３月に中学校卒業見込みの者

イ 外国において学校教育における９年の課程を修了した者又は平成２８年３月までに修了見込みの者

ウ 文部科学大臣が中学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当該課程を

修了した者又は平成２８年３月までに修了見込みの者

３ 出願の制限

「第３ 全日制課程後期選抜 ２ 出願の制限（１）、（２）、（４）」（５ページ）に準ずる。

４ 出願手続

「第３ 全日制課程後期選抜 ４ 出願手続」（５ページ～）に準ずる。ただし、志願者は、入学願書受

付期間又はそれ以前に、「海外帰国者等入学者選抜申請書」（様式１３、４９ページ）及び「帰国後の居住

地を確認することができる書類」（出願時に海外に居住している場合のみ提出するものとし、様式は特に定

めない。）を志願先の高等学校長に提出する。なお、応募資格の（２）のイに該当する者にあっては、「当
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該課程を修了又は修了見込みであることを証明する書類（成績等を含むもの）」の提出をもって、「調査書」

の提出に代えることができる。

５ 志願先の変更

「第３ 全日制課程後期選抜 ５ 志願先の変更」（６ページ）に準ずる。

６ 志願の取消し

「第３ 全日制課程後期選抜 ６ 志願の取消し」（６ページ）に準ずる。

７ 学力検査等

「第３ 全日制課程後期選抜 ７ 学力検査等」（６ページ～）に準ずるが、学力検査を実施する教科は、

「国語」、「数学」及び「英語」とし、別室にて、「社会」の時間は「作文」（題は各高等学校で準備する。）、

「理科」の時間は「面接」（学校によっては英語で行うこともある。）とする。

なお、フレックススクール後期選抜における学力検査等については、高等学校長が定めるものとする。

８ 選抜方法

「第３ 全日制課程後期選抜 ８ 選抜方法」（７ページ～）に準ずるが、高等学校長は、前記「７ 学

力検査等」に示す「作文」及び「面接」の結果を十分に配慮の上、提出された書類、学力検査の結果等を

総合して選抜を行うものとする。

９ 合格者の発表

「第３ 全日制課程後期選抜 １０ 合格者の発表」（８ページ）に準ずる。

１０ 選抜日程

「第３ 全日制課程後期選抜 １１ 選抜日程」（８ページ）に準ずる。

付記７ （２月２７日以降の海外帰国者等の後期選抜等への出願）

１ 海外帰国者等のうち、２月２７日（土）以降に帰国が決まり、県内に居住又は居住を予定する者が、全

日制課程及びフレックススクール後期選抜又は定時制課程選抜に出願しようとする場合は次のとおりとす

る。

（１）応募資格

「第３ 全日制課程後期選抜 １ 応募資格」（５ページ）に示す資格を有し、かつ、本県以外の公立

高等学校に出願していない者

（２）出願手続

「第３ 全日制課程後期選抜 ４ 出願手続（１）、（２）、（３）、（６）」（５ページ～）に準ずるもの

とするが、入学願書等の受付期間を３月３日（木）午前９時～午後４時、３月４日（金）午前９時～正

午とする。

その際、「帰国時期を証明する書類」（パスポートの写し等）及び「帰国後の居住地を確認することが

できる書類」を添付するものとする。

２ 海外帰国者等のうち、２月２７日（土）以降に帰国が決まり、県内に居住又は居住を予定する者が、後

期選抜における海外帰国者等入学者選抜に出願しようとする場合は、付記６（２３ページ～）に準ずるも

のとするが、入学願書等の受付期間を３月３日（木）午前９時～午後４時、３月４日（金）午前９時～正

午とする。

その際、「海外帰国者等入学者選抜申請書」（様式１３、４９ページ）に「帰国時期を証明する書類」（パ

スポートの写し等）及び「帰国後の居住地を確認することができる書類」を添付するものとする。


